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本研究では, 海外の災害対応における, 国際赤十字の仮設診療所資機材の輸送の改善に向けた示唆を得

ることを目的として，災害の種類，被災地の地理的特徴，輸送の所要日数，診療活動の開始日，輸送され

た救援資機材の使用状況に注目して，過去の資機材輸送の比較分析を行った．その結果，突発災害対応に

おいて，救援資機材が到着する空港におけるボトルネックや，陸路の寸断による小型機，ヘリコプターを

用いた優先する物資の輸送が発生していた．本研究を通じて，今後の資機材輸送の改善に向けて，災害の

種類に応じた資機材輸送，梱包の小型軽量化，災害の種類に応じた資機材の選定，輸送資機材の標準化と

事前備蓄，国際支援受入国による資機材輸送支援が課題であることが明らかとなった． 
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1. はじめに 
 

地震，津波，台風，感染症などの災害発生による

医療ニーズが，被災国の対応能力を超過した場合，

国際機関，軍隊，NGO 等による医療救援が実施さ

れる．このような国際医療救援では，少人数の医

師，看護師と携行医療資機材による小規模な医療チ

ームや，手術，入院機能を有する野外病院 (Field 

Hospitals)チームが被災国に派遣され，被災者に対す

る医療サービスを提供する．現在，世界保健機関

(WHO)の主導で，これらの国際医療チーム(Foreign 

Medical Teams:以下，FMT）の標準化に向けた作業

が進められている 
1)．東日本大震災における FMT

や救助チームの受入に際しては，到着したチームの

移動，通訳，燃料の確保などの自己完結性の課題が

報告されている．被災国に到着した FMT の資機材

輸送について，Norton らは，被災地における医療チ

ームのスタッフや資機材の輸送は，チームが単独で

確保する，あるいは，事前に被支援国政府による支

援を要請することを提唱している 2)．このような，

FMT 動員時の資機材輸送に関する課題を改善する

うえでは，大規模災害時の医療救援資機材の輸送の

実態を把握しておくことが重要である．しかし，国

際医療救援分野の既存研究の多くは個別の災害にお

ける事例を対象としたものに留まっている．また，

紛争，災害時の救援物資の物流に関する研究，いわ

ゆる，人道支援ロジスティクス(Humanitarian Logis-

tics）の分野においても，その大部分は被災者に配

布する救援物資を対象とするものであり，FMT を

含む国際救援チームが使用する資機材の輸送に関す

る研究は乏しい．そこで，本研究では，2001 年以降

の大規模災害における，国際赤十字の医療救援チー

ムの複数の資機材輸送事例を，災害の種類，被災地

の地理的特徴，輸送所要日数，診療活動の開始日，

資機材の使用状況に注目して比較分析し，国際救援

資機材の輸送の実態とその課題を明らかにすること

により，資機材輸送の改善への示唆を得ることを目

的とする．本研究の構成は以下のとおりである．2

章では，大規模災害時の国際医療救援資機材の輸送

に関する既存の報告，研究を概観し，本研究の学術

的な位置付けを図る．3 章では，本研究の対象であ

る国際赤十字の災害対応ツールとしてのロジスティ

クスと日本赤十字社の国際医療救援資機材の輸送に

ついて概説する．4 章では，日本赤十字社の国際救

援資機材の輸送事例を，災害の種類と被災地の地理

的特徴等に注目して比較分析を行う．5 章では，本

研究で得られた救援資機材輸送の課題とその改善に

向けた対策について考察する．6 章はまとめであ

る．  
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2.  既存研究の概観と本研究の位置付け 

大規模災害対応を目的とする人道支援ロジスティ

クス(Humanitarian Logistics)に関する研究は多く存在

する．また，国際的な医療支援におけるロジスティ

クスの課題について報告した複数の研究がある．本

章では，人道支援ロジスティクスに関する研究に加

え，国際的な医療支援におけるロジスティクスに関

する研究や報告書を整理し，本研究の位置付けを明

確にする． 

 

(1)  人道支援ロジスティクスにおける救援資機材

の輸送 

災害時の救援物資のロジスティクスに関する研究

は，人道支援ロジスティクス(Humanitarian Logistics, 

以下 HL)と呼ばれる．HL と商用ロジスティクスの

主な相違点の一つとして，Veras は商用ロジスティ

クスが物流コストの削減を目的とする一方，HL は

災害による社会的な損益の軽減を目的とする点を指

摘している 3)．HL は，対策(Preparedness)，即時対

応(Immediate Response)，復興（Reconstruction)とい

う 3 つのフェーズで構成される 4,5)．本研究が対象と

する国際救援資機材の輸送は，上記のフェーズのう

ち即時対応に該当する．この即時対応フェーズにお

ける課題として，需給調整，ニーズの予測困難性，

被災者に向けたラストワンマイルの物資輸送の困難

さが指摘されている 6)．da Costa らは，HL の課題と

して，突発災害に対する関係者の準備不足，効率的

なコミュニケーションシステムの欠如，被災地の人

口関連情報の乏しさ，不安定な受益者ニーズ，望ま

れない物資(Unsolicited Items）の寄付，未熟な意思

決定プロセス，調整機能の設置の困難さ等を指摘し

ている 7)．  

HL における救援資機材の輸送に関する研究とし

て，Veras らは HL が被災者向けの救援物資に加

え，災害対応要員用の水，食料，医療救援チーム，

救助チームの資機材と物資，運搬・建設資機材と燃

料を輸送する必要があることを指摘している 8)．ま

た，Veras らは，米国で発生したハリケーン・カト

リーナ災害において，ルイジアナ州からアメリカ合

衆国連邦緊急事態管理庁(FEMA)へ寄せられた輸送

要請のうち，74%は災害対応を目的とする輸送機

器，電気機器，化学製品，通信，人員等に関するも

のであり，被災者に配布する水，氷，医薬品，食

料，衣類等の要請は 26%に留まったことを報告して

いる 9)．本研究に関する，HL 分野の研究として

は，Apte らによる災害発生地域の特性と災害発生ま

でのリードタイムに応じた救援物資の備蓄戦略策定

ツールの提案がある 10)．彼等の研究では，災害を突

発災害，遅発的災害に，被災範囲を広範囲と局所に

分類し，それぞれに適した物資の事前備蓄，緊急輸

送のようなロジスティクス戦略の策定について提案

している.   

一方，日本における災害時の救援物資の輸送につ

いては，過去，阪神・淡路大震災，新潟県中越地

震，東日本大震災を踏まえ，多くの研究が実施され

てきた 11, 12, 13)．東日本大震災における国際支援物資

の受入における課題について，Ito らは，到着した

物資に関する情報が外国語で記載されたことによる

物流手続きの遅滞の発生について報告している 14)．

また，萬歳は，東日本大震災における海外からの物

資支援が無駄にならないために，被災地の要請との

マッチングが課題であったことを指摘している 15)．  

 

(2)  国際医療救援における救援資機材の輸送 

 大規模災害時における国際的な医療支援に関し

て，カナダ赤十字社は，被災地における野外病院の

迅速な展開のために適切な物流管理が課題であると

指摘している 16)．また，Aitken らは 2004 年の スマ

トラ島沖地震・津波救援等の海外での災害対応にお

いて，オーストラリア政府により派遣された医療チ

ーム(AUSMAT)の要員を対 象とする調査を実施した

うえで，医療救援活動における物流面及び非医療面

でのサポート業務に関する諸課題を報告している
17)． von Schreeb らは，イラン地震，インドネシア

地震・津波災害，パキスタン地震等における野外病

院（Field Hospital)の展開を比較分析した．その結

果，国際赤十字の野外病院の運用が，発災後 7 日以

内には開始されず，その理由がロジスティクスと多

数の医療要員の確保であったことを指摘している
18)．Chu らは，ハイチ地震における FMT での活動

事例を検証し，医療資機材の事前備蓄を含む国際的

な医療支援の枠組の構築を提案している 19)．阪本

は，東日本大震災における国際救助チーム，FMT

の受け入れに関する課題を踏まえ，今後，日本にお

ける大規模災害時の国際支援受入に向けて，支援側

の技術・装備の標準化は不可欠であることを提言し

ている 20)． 

 

(3) 本研究の位置付け 

本研究が対象とする，HL に関する国内外の研究

の大部分は，被災者向けの救援物資を対象としたも

のである．救援資機材の輸送は HL の対象範囲とし

て認識されているものの，実際に災害時の救援資機

材の輸送を取り扱った研究は少ない．また，国際的

な災害医療分野の研究においても，その重要性を指

摘する研究，報告は存在するものの，その多くは個

別の災害対応事例で生じた課題を指摘するに留まっ

ている．このため，本研究では，複数の異なる種類

の災害における国際救援資機材の輸送の実態分析に

より，その傾向と課題を明らかにすることを目指

す．次章では，国際赤十字・赤新月社連盟の災害対

応システムについて概説する． 

 

3.  国際赤十字の災害救援ツールとロジステ

ィクス 

 

本章では，本研究が対象とする，国際赤十字・赤

新月社連盟の災害対応システムとロジスティクスに

ついて概観する． 
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(1) 国際赤十字の災害対応ツール 

国際赤十字・赤新月社連盟(以下，連盟)は，世界

190 の赤十字・赤新月社の集合体として，災害対策, 

災害対応，開発協力等の活動を推進している．この

うち，災害対応の分野において連盟は，被災国赤十

字社による災害対応を支援するため，緊急対応ユニ

ット(Emergency Response Units，以下，ERU)とよば

れる国際的な災害対応ツールを構築している．ERU

は緊急派遣が可能な専門家と事前に梱包された救援

資機材から構成され，ERU の保有を希望する赤十字

社により整備される．ERU の種類には，基礎保健，

野外病院，給水・衛生，通信，ベースキャンプ，ロ

ジスティクスがある．災害発生時，ERU は被災国赤

十字・赤新月社からの要請に基づき，連盟の要請後

48-72 時間以内に動員される．被災国到着後, ERU

は連盟の被災地調査・調整チーム(Field Assessment 

and Coordination Team, FACT）による調整下，各

ERU が相互に連携しつつ，被災国の赤十字社による

救援活動を最長 4 ヶ月間支援する． 

 

(2) 日本赤十字社基礎保健 ERU 

日本赤十字社は，2001 年のインド地震救援時に初

めて ERU チームを派遣して以降，世界各国で発生

した地震，津波，台風，感染症等の災害において

ERU による救援活動を実施してきた．日本赤十字社

の基礎保健 ERU(図-1)は，チームリーダー1 名，ヘ

ッドナース 1 名，医師 2 名，看護師 2 名，管理・技

術スタッフ 4 名で構成され，外来患者に対する小規

模手術を含む基礎的な治療，母子保健，地域保健，

予防接種等のサービスを提供する． 

 

 
図-1 日本赤十字社基礎保健 ERU 

 

日本赤十字社基礎保健 ERU の資機材(図-2) の最大

体積は 135 ㎥，総重量は約 18 トンである． 

2017 年 7 月現在，日本赤十字社は基礎保健 ERU 資

機材を緊急空輸に適したアラブ首長国連邦ドバイ

と，研究開発・研修目的として熊本赤十字病院に保

管している．各資機材は機能別に，モジュールとし

て分類されている．資機材の主な構成としては，外

科治療，予防接種，母子保健等の医療系モジュール

に加え，1 ヶ月間の自己完結した活動を支えるイン

フラ機能として，電力供給，給水，衛生，通信等の

インフラ系のモジュールがある．(表-1)． 

図-2 日本赤十字社基礎保健 ERU 資機材 

 

表-1 日本赤十字社基礎保健 ERU 資機材の概要 

モジュール 内容 

電力 電源装置・発電機・ケーブル 

照明 照明器具 

テント 仮設テント 

キッチン 調理用品 

管理 事務用品・物流用品 

住居 寝具・机・椅子・生活用品 

工具 各種工具・計測機器 

給水 凝集剤・浄水器・入浴設備 

衛生 仮設トイレ 

診療所 ストレッチャー・医療機器等 

医療管理 診療用の文房具 

外科 外科系診療材料等 

薬局 薬剤投与用の物品・点滴等 

母子保健 体温計・保温シート・分娩セット等 

予防接種 ワクチン管理用の保冷剤・記録紙等 

食料 アルファ米・缶詰等 

通信 衛星電話・無線機・パソコン 

医薬品 Interagency Emergency Health Kit 

車両 ランドクルーザー2台 

 

(3) 国際赤十字の救援ロジスティクス 

災害対応に関する連盟のロジスティクスは，国際

赤十字において標準化された手続きに基づき実施さ

れる．大規模災害発生時，連盟は物流の専門家チー
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ムであるロジスティクス ERU を派遣する．ロジステ

ィクス ERU は，被災国において，救援物資の集積

倉庫の開設，空港関係者や税関関係者との調整，現

地スタッフの確保，現地輸送会社との契約，国際赤

十字内でのロジスティクスに関する連絡体制の構

築，被災地における仮設倉庫の開設等を行い，他の

救援チームの資機材および救援物資の受け入れ準備

を行う．各 ERU チームの資機材輸送は，一義的には

各チームの責任下で実施される．ロジスティクス

ERU は，国際空港での資機材受領，倉庫での保管お

よび発送手続きまでの資機材輸送作業を支援する． 

 

(4) 救援資機材の輸送の実際 

ここで，国際医療救援資機材の被災地までの輸送

を概説するため，2013 年のフィリピン台風 30 号

（Haiyan）災害における日本赤十字社基礎保健 ERU

資機材の輸送を述べる．2013 年 11 月にフィリピン

に大きな被害をもたらした台風 30 号(Haiyan）災害

対応のため，日本赤十字社は，11 月 13 日に基礎保

健 ERU を派遣した．ERU チームはマニラにおけるフ

ィリピン赤十字社，連盟被災地調査・調整チームと

の協議を経て，セブ島での被災地調査を開始した．

一方，チーム内で資機材輸送を担当する物流要員

は，フィリピン赤十字社、国際赤十字の物流支援担

当チーム（Logistics ERU），および現地の民間物

流事業者と，ERU 資機材の受け入れの準備を開始し

た．ドバイおよび日本から輸送された ERU 資機材

は，11 月 19 日の午後 6 時ごろセブ国際空港にチャ

ーター機で到着した（図-3）． 

 
図-3 ERU資機材の到着 

 

到着した ERU 資機材は通関作業の完了後，19 日深

夜にセブ島市内に開設された国際赤十字の集積倉庫

に搬入された．20 日午前に，医療要員・物流要員

は，被災地に輸送する資機材を選定し，物流要員は

同日夜に資機材のトラックへの積載作業を完了し

た．（図-4）救援チームの安全確保の観点から，夜

間での輸送を避け，救援資機材を積載したトラック

は 21 日の早朝にセブ島北部の被災地に発送され

た．トラックは同日の午前中に被災地に到着し，地

域住民の手によって被災地での荷降ろし作業が完了

した．（図-5） 

 

 
図-4 ERU 資機材のトラックへの積載作業 

 
図-5 住民の協力による資機材の荷下ろし作業 

 

4.  救援資機材輸送の実態分析  

 

本章では ERU 資機材の輸送事例を，突発災害，遅

発性災害に分類し，その概要，所要日数，災害時の

空港の課題，診療活動の開始日，資機材の使用状況

に注目して，資機材輸送の比較分析を試みる． 

 

(1) 救援資機材輸送の概要 

過去，日赤基礎保健 ERU 出動時に実施された資機

材輸送について，災害の種類，被災地の地理的分

類，被災国，資機材の被災国到着地点(Entry 

Point, 以下, EP)，最終目的地，EP からの輸送手

段，資機材の輸送形態，目的地での荷役機器の有無

についてまとめたものを表-2 に示す.  

a) 災害の特性による分類 

過去，日赤 ERU が出動した災害は，地震，津波， 

台風のような突発災害(Sudden Onset Disasters）

と，洪水，感染症対応のような遅発的災害(Slow 

Onset Disasters）に分類された．このうち，突発

災害の事例は，都市部(インド，イラン，ハイチ，

チリ地震），山岳部(パキスタン，ネパール地震)， 

沿岸部(スマトラ島沖地震・津波，フィリピン台風)

の 3 つの地理的特徴で分類された．一方，遅発的災

害の事例としては，ケニアにおける洪水被害，ジン

バブエにおけるコレラの流行への対応であった．こ

れらの地域は非都市部の広範囲な地域に人口が散在

するへき地(Rural Areas)で実施されていた． 
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表-2 日赤基礎保健 ERU 資機材の輸送事例の分類 

分
類 

災害 
被
災
地 

国（発災年） 到着地点(EP) 最終目的地 
EP からの 

輸送手段 
形態 

荷役 

機器 

突
発 

地震 

 

都
市
部 

インド(2001) Delhi Bhuj 
航空機- 

トラック 
一括 無 

イラン(2003) Bandar Abbas Bam トラック 一括 無 

ハイチ(2010) 
Santo Domin-

go 
Port au Prince トラック 一括 無 

チリ(2010) Santiago Parral トラック 一括 有 

山
岳
部 

パキスタン(2005) Islamabad Azad Kashmir ヘリコプター 分割 無 

ネパール(2015) Kathmandu Sindhupalchok トラック 一括 無 

地震 

津波 沿
岸
部 

インドネシア(2004) Medan Meulaboh 航空機 分割 有 

台風 フィリピン(2013) Cebu Daanbantayan トラック 分割 無 

遅
発 

洪水 
へ
き
地 

ケニア(2007) Nairobi Garsen トラック 一括 無 

感染症 ジンバブエ(2009) Harare Karoi トラック 分割 無 

 

なお, へき地での突発災害対応の事例はみられ

なかった.  

b) 輸送手段 

資機材の発送地点から被災国の EP 到着までの輸

送については，全て商用貨物専用機か旅客機を用

いた航空輸送により実施された．インド地震(2001

年）では，ノルウェーから資機材がデリーに到着

した後に，貨物機による被災地への輸送が実施さ

れている．イラン地震では，ERU 資機材は被災地で

あったバム空港とは異なる空港に到着し，以後，

トラックで輸送された．インドネシア地震・津波

災害(2004)では，救援活動初期，津波による道路

の寸断のため，優先される医療資機材のみが小型

機で輸送された．同様に，山岳部での孤立集落で

の救援活動を行ったパキスタン地震(2005)では， 

ヘリコプターによる医療資機材の輸送が実施され

た．これら 2 つの災害対応を除き，全ての事例

で，最終目的地への輸送はトラックにより実施さ

れた．  

c) 優先資機材の輸送 

EP から最終目的地までの陸路が寸断されていた

スマトラ島沖地震救援，パキスタン地震救援にお

いては，医療資機材だけが，小型飛行機，ヘリコ

プターを用いて被災地に輸送された．一方，2013

年のフィリピン台風救援では，セブ市内の国際赤

十字の集積倉庫から，仮設診療所を設置するため

に必要とされた資機材のみがトラックでセブ島北

部の被災地に輸送されている．  

d) 最終目的地における物流機器の有無 

スマトラ島沖地震救援では，スペイン赤十字社

の荷役機器を用いて，チリ地震救援では，現地物

流会社が手配したフォークリフトを用いて荷下ろ

し作業が実施された．その他の災害対応において

は荷下ろし作業は人力で実施された． 

 

 (2) 資機材輸送の所要日数 

発災日を起点とした ERU チームの被災国到着ま

での所要日数と，ERU 資機材の被災国到着，EP か

らの輸送開始および被災地到着までの所要日数に

ついてまとめたものを図-6 に示す．なお，遅発性

災害のケニア洪水, ジンバブエの感染症対応の事

例については，出動決定日からを起点として表示

している．全ての事例において ERU チームの要員

が救援資機材に先行して被災国に到着していた．

突発災害対応における資機材輸送の所要日数にば

らつきが目立つ一方，アフリカにおける遅発性災

害への対応において ERU 資機材は比較的似た日程

で輸送されている． 

a) 突発災害対応における資機材輸送 

突発災害における資機材輸送のうち, 所要日数

が 20 日を超えたのは山岳部におけるパキスタン地

震対応，ネパール地震対応，沿岸部におけるスマ

トラ島沖地震対応の 3 例であった．このうち，ス

マトラ島地震，パキスタン地震では，仮設診療所

や宿舎を設置するための主要な資機材に先行する

形で医療資機材が優先的に輸送された． 

第 56回土木計画学研究発表会・講演集



 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-6 日赤基礎保健 ERU 資機材の所要日数 

 

 スマトラ島地震の主要機材の輸送，ネパール地震

対応では，救援資機材の被災国到着までの所要日

数が 20 日を超過し，この被災国到着までの期間が

資機材輸送の所要日数の大部分を占めていた． 

 突発災害対応で，資機材の被災国到着後，EP か

らの輸送開始までの所要日数はネパール地震では

即日，インド地震が 1 日，チリ地震，フィリピン

台風，スマトラ島地震およびパキスタン地震の優

先機材が 2日，イラン地震が 4日であった.  

b) 遅発性災害対応における資機材輸送 

遅発性災害対応であったケニア洪水対応，ジン

バブエの感染症対応では，出動決定後 5 日，6 日に

資機材が被災国に到着した．いずれの事例も，出

動決定後約 10 日で資機材の輸送が完了している．

被災国到着後，EP からの輸送開始までの期間はケ

ニア洪水対応が４日，ジンバブエでの感染症対応

が 3 日と，突発災害と比して若干余裕がある日程

で輸送されている． 
 

(3) 資機材輸送における空港の課題 

ERU 資機材輸送における，被災国の空港で発生し

た課題についてまとめたものを表-3 に示す． 

都市部での突発災害対応であったインド地震，

イラン地震，ハイチ地震の全ての事例において，

ERU 資機材は被災地の空港ではなく，他の空港に

到着した後に，空路または陸路で被災地に輸送さ

れていた．山岳部での活動では，パキスタン地震

において，孤立被災集落におけるヘリパッドとし

ての運用が可能なスペースの有無に関する情報収

集が困難であったことが報告された．また，ネパ

ール地震では，カトマンズの空港の過密のため，

ERU 資機材の輸送に時間を要していた．沿岸部で

の活動となったスマトラ島沖地震・津波救援で

は，スマトラ島の主要空港であったメダン空港へ

の救援機の集中に加え，被災地の滑走路が短いこ

とによる小型機のみの運行の事例が報告された．

フィリピン台風救援では，高潮被害が発生したタ

クロバンの空港の運用が制限された．  

 

表-3 資機材輸送における空港等の諸課題 

場所 災害 発生した課題 

都市 

インド地震 
ノルウェーからの貨物機

がデリーに到着.  

イラン地震 
バム空港過密のため貨物

機が目的地変更. 

ハイチ地震 
空港過密のため隣国ドミ

ニカの空港を利用.  

チリ地震 問題なし 

山岳 

パキスタン地震 

孤立被災集落における 

ヘリパッドの有無に関す

る情報収集の困難さ  

ネパール地震 
空港の過密による貨物機

の離発着枠確保の困難さ 

沿岸 

スマトラ島沖 

地震・津波 

空港の過密による貨物機

の離発着枠確保の困難さ 

フィリピン台風 
EP 空港の被災による被災

地から離れた空港の利用 

へき

地 

ケニア洪水 問題なし 

ジンバブエ 

コレラ流行 
問題なし 

2

2

6

8

4

4

1

5

5

6

4

4

3

4

8

14

7

7

20

6

27

11

5

6

4

8

8

16

9

21

20

8

28

13

9

9

4

8

10

16

9

21

20

9

29

13

11

10

0 15 30 45 60 75 90 105

インド

イラン

ハイチ

チリ

パキスタン(優先）

パキスタン（メイン）

ネパール

スマトラ(優先）

スマトラ(メイン）

フィリピン

ケニア

ジンバブエ

チームの到着 機材の被災国到着日 EPからの輸送開始 資機材被災地着
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一方，へき地における遅発的災害対応であった

ケニア洪水，ジンバブエにおけるコレラ流行対応

については，空港に関する課題の発生は報告され

なかった．  

(4) 診療活動と資機材輸送 

突発災害の発災日を起点とした，ERU チームによ

る診療開始までに要した日数と，資機材の被災地

到着までの所要日数についてまとめたものを図-7

に示す.  

インド地震対応では全ての資機材が診療開始時

点で到着していた．スマトラ島地震対応，パキス

タン地震対応では，優先的に輸送された医療資機

材のみが被災地に到着した．ERU チームによる診療

開始日から，資機材の被災地到着までの期間が最

長だったのはネパール地震救援だった．その他の

救援活動においても，ERU 資機材の被災地到着前

に，ERU 要員が携行した医療資機材や個人携行資機

材を用いて診療が開始されていた．仮設診療所資

機材の到着に 20 日以上を要したスマトラ島沖地

震，ネパール地震の救援活動では，ERU チームの医

療要員が，被災地の既存の医療機関の診療を人的

に支援していた.  

 
図-7 輸送所要日数と診療開始日 

 

(5) 被災地における宿舎の確保 

ERU 資機材を収納した全 159 箱のうち，診療資機

材を除いた非医療系資機材が収納された箱は 124

個であり，全体の約 78%を占める．これらの非医療

系資機材は，仮設診療所の設置に加え，被災地に

おける ERU 要員の宿舎の設営に使用される．非医

療系機材には大型のテント，発電機，照明器具，

浄水器，仮設シャワー等の大型の物資も含まれる. 

これを踏まえ，被災地における宿舎の確保状況に

ついてまとめたものを表-4 に示す．都市部の直下

型の地震であったインド，イラン，ハイチ地震に

おいて，ERU チームは国際赤十字が設置したベー

スキャンプを宿舎として利用していた．一方，山

岳部であるパキスタン , ネパール地震において，

ERU チームは個人携行資機材を利用して，テント

や現地の施設で宿泊し，ERU 資機材到着後は仮設

宿舎を設置していた．その理由として，山岳部で

の災害では，被災地が分散する傾向があることに

加え，ベースキャンプが設置可能な広い敷地の確

保が困難であることが考えられる．沿岸部で発生

した，スマトラ島沖地震・津波救援において，ERU

チームは現地の公的施設の一角で生活した後，現

地の住居を借り上げて宿舎として利用した．一

方，フィリピン台風災害，ケニア洪水，ジンバブ

エのコレラ流行においては，現地のホテルやコミ

ュニティのゲストハウスが宿舎として利用され

た． 特に，遅発的災害である洪水，感染症対応の

場合，地震災害と比して現地の宿泊施設が利用可

能な場合が多く，結果として ERU 資機材を用いた

仮設宿舎を設置する必要がない事例が生じてい

る． 

表-4 被災地での宿舎確保 

 

(6) 資機材輸送の実態分析のまとめ 

ERU 資機材輸送の事例を，災害の特性（突発災

害・遅発性災害），地理的特徴，EP となる被災国

空港に関する傾向，優先機材の輸送の有無，仮設

宿舎資機材の重要度についてまとめたものを表-5

に示す． 

地理的特徴 災害 宿舎確保 

都市部 

インド地震 Base Camp 

イラン地震 Base Camp 

ハイチ地震 Base Camp 

チリ地震 現地のホテル 

山岳部 

パキスタン地震 ERU 資機材 

ネパール地震 ERU 資機材 

沿岸部 

インドネシア 

地震・津波 

民間家屋の借

上 

フィリピン台風 現地のホテル 

へき地 

ケニア洪水 現地のホテル 

ジンバブエ 

コレラ 
現地のホテル 
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表-5 資機材輸送の傾向と諸課題 

 

a) 被災国空港におけるボトルネックの発生 

都市部の突発災害では，被災地の空港の過密の

ため，異なる空港が EP となる傾向がみられた．山

岳部，沿岸部での災害では，EP となる空港が過密

となった場合，資機材輸送が長期化する傾向がみ

られた．一方，ERU 要員が旅客手荷物として携行す

る医療資機材や，小型のケースに収納された医療

資機材については空港がボトルネックになった場

合も被災国に到着していた．なお，遅発性災害で

は，EP となる空港でのボトルネックはみられなか

った． 

b) 優先する資機材の輸送 

都市部の突発災害および遅発性災害において

は，いずれの場合も資機材は一括して被災地に輸

送された．一方，山岳部, 沿岸部での災害におい

て被災地への陸路の寸断が発生した場合，小型航

空機，ヘリコプターによる優先資機材の分割輸送

が実施された．また，スマトラ島沖地震では，国

際宅急便として輸送可能な医療資機材が他の資機

材に先行して輸送された． 

c) 宿舎機材の重要度 

都市部の突発災害で，連盟がベースキャンプを

開設した場合，日赤 ERU チームもベースキャンプ

を宿泊施設として利用する傾向がみられた．一

方，山岳部での地震対応では，パキスタン，ネパ

ールのいずれの場合も ERU 資機材を用いた仮設宿

舎が設置された．また，両地震の災害対応では，

資機材輸送の所要日数が 20 日を超え，仮設宿舎の

開設に時間を要していた．このため，結果として

は，資機材輸送の長期化の影響は，山岳部での活

動において顕著であったと考えられる．沿岸部で

の災害対応では，津波や高潮の影響を受けなかっ

た現地の家屋や宿泊施設が利用された．同様に，

遅発性災害においても，現地の宿泊施設が ERU チ

ームの宿舎として活用された． 

 

(7) 資機材輸送の改善の方向性 

 

本研究を通じて，突発災害対応時の ERU 資機材

の輸送時，被災国の空港がボトルネックとなり，

これが救援資機材輸送の長期化や他の空港に機材

が到着する理由であったことが明らかとなった．

この結果を踏まえ，資機材輸送の改善の方向性に

ついてまとめたものを図-8 に示す．救援資機材輸

送の円滑化を促すうえでは, (1) 空港混雑時にお

ける資機材輸送量の削減と(2) 被災国空港におけ

る資機材受入能力の向上に大別された． 

このうち，資機材輸送量の削減については，主

に日本赤十字社を含む ERU を保有する赤十字社が, 

被災国空港における資機材受入能力の向上につい

ては，支援受入国の関係者が実施すべき事項であ

る． 

まず，空港混雑時の資機材輸送量の削減につい

ては，優先順位に応じた資機材の分割輸送，旅客

手荷物としての資機材輸送，国際宅急便の活用，

物資・宿舎の現地調達，救援資機材の事前備蓄が

選択肢として考えられる．そして，これらの事項

を改善するうえで，分割輸送に適した梱包の小型

軽量化が求められる．この梱包の小型軽量化は，

資機材輸送の最終目的地における人力での荷役作

業の労力軽減にも効果的である．また，現地で利

用可能な物資や施設を確保するうえでは，医療要

員に先行する形で物流要員を派遣することも考え

られる．そして，資機材の事前備蓄については，

支援受入国による倉庫や維持管理体制の構築に関

する支援が求められる．一方，被災国空港におけ

る資機材受入能力の向上に向けた選択肢として

は，被災国空港における救援資機材の優先的な受

入に加え，空港が過密状態の際に，救援資機材輸

送の中継拠点として機能する空港を指定すること

も有効であると考えられる．このように，国際救

援資機材の輸送の円滑化に向けては，救援者と支

援受入国の双方による努力が必要であることがわ

かる． 

 
 

特性 地理的特徴 EP の空港に関する傾向 優先機材の輸送 宿舎機材の重要度 

突発 都市部 
被災地の空港とは異なる空港

が EP となる傾向 
EP から一括輸送する傾向 Base Camp が利用可能な傾向 

 山岳部 
過密による輸送所要日数の長

期化の傾向 

陸路寸断時, ヘリコプター

による輸送事例あり 

輸送された資機材を用いて 

仮設宿舎を設営する傾向あり 

 沿岸部 

過密による輸送所要日数の長

期化, 異なる空港の EP として

の利用 

陸路寸断時, 小型航空機に

よる輸送事例あり 

津波/高潮の影響がない宿泊

施設を利用する傾向 

遅発 へき地 
EP としての空港のボトルネッ

クの発生はみられない 
EP からの航空輸送の事例

なし 
現地の宿舎が利用可能な傾向 
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図-8 ERU資機材輸送の円滑化に向けたアプローチ 

 

5. 考察 
 本稿では，日本赤十字社基礎保健 ERU 資機材の

輸送を，災害の種類，被災地の地理的特性，被災

国の空港，資機材の必要度に注目して分析し，そ

の実態と傾向を明らかにした．本研究の結果，災

害の種類，被災地の特徴に応じた資機材の輸送所

要日数，輸送手段およびその運用の傾向が明らか

となった．以下，考察を記す．  

 

(1) 災害の種類に応じた資機材輸送 

本研究の結果，都市部における突発災害対応で

の資機材輸送において，被災都市から離れた場所

に貨物機が到着する事例が発生する傾向がみられ

た．このような，被災国の国際空港が資機材輸送

のボトルネックになる事例は山岳部，沿岸部の災

害においても発生している．特に，山岳部での災

害対応においては，最終目的地への ERU 資機材の

到着が発災後 20 日間程度を要していた．一方， 

遠隔地の遅発的災害においては，EP となる空港の

ボトルネックの発生は確認されなかった．本研究

が試みた，災害の種類，地理的特性に応じた資機

材輸送の傾向を把握，分析を継続することで，突

発災害対応における資機材輸送の不確実性，不透

明性(Uncertainty) の軽減にも貢献すると考えら

れる． 

 

(2) 資機材梱包の小型・軽量化 

本研究を通じて，日赤 ERU による過去の災害対

応において，仮設診療所の設置を目的とする大規

模な資機材の到着以前に，携行医療資機材による

医療サービスが開始されていたことが明らかとな

った．これを踏まえ，今後は，ERU チームが移動

する際に用いる旅客機に機内持込荷物あるいは受

託手荷物として携行可能なサイズ，重量の初動用

資機材を充実されることが考えられる．これらの

手荷物は，旅客機による貨物輸送においても優先

度が高い． 

また，初動用資機材の輸送においては，国際宅

急便の利用についても有効であると思われる．事

実，2004 年のスマトラ島沖地震救援においては，

国際宅急便により日本から輸送された医療資機材

が迅速にスマトラ島に到着している．このよう

に，医療救援資機材の輸送に際しては，旅客手荷

物や国際宅急便などを柔軟に活用することについ

ても検討が求められる．これらの手段は，スマト

ラ島沖地震・津波，ネパール地震，ハイチ地震で

みられた，被災国あるいは被災した島において唯

一の国際空港が EP となる場合で特に有効であると

考えられる． 

 

(3) 災害の種類に応じた輸送資機材の選定 

本研究の結果，日赤 ERU による大部分の医療救

援において，医療要員が ERU 資機材に先着する傾

向が確認された．また，現地での宿舎の確保に関

する分析では，山岳部の地震災害において，ERU

資機材を用いて宿舎を設置する傾向がみられた． 

一方，都市部の地震災害では，国際赤十字が設置

したベースキャンプが，へき地の遅発的災害で

は，現地のホテルが宿舎として利用される傾向が

確認された．このことから，災害の種類と地理的

特性を，輸送する資機材の種類や優先度の判断基

準の一つとして認識することが考えられる．特

に，へき地の遅発的災害では，現地の宿泊施設を

積極的に利用することで，輸送する資機材の分量

や資機材輸送コストの削減が可能となる．このた

め，へき地における遅発的災害においては，十分

な被災地調査を踏まえて資機材輸送を実施するこ

とが重要であろう．  

 

(4) 輸送資機材の標準化と事前備蓄 

連盟は，災害頻発国の赤十字社，赤新月社と連

携して，災害時の給水・衛生資機材の事前備蓄を

進めている(21)．これらの資機材は国際赤十字とし

て標準化されており，支援国赤十字・赤新月社か

ら提供された資金を用いて連盟が調達し，バング

ラデシュ, ネパールのような災害頻発国の赤十
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字・赤新月社との連携により事前備蓄される．本

研究で分析したネパール地震，ハイチ地震のよう

に，被災国のほぼ唯一の国際空港が過密状態にな

った場合，救援資機材の輸送にも深刻な影響が生

じる．このボトルネックによる影響を軽減するう

えでは，災害頻発国，かつ，災害時の EP の国際空

港の利用が制限される国において，国際的な枠組

みによる，標準化された災害対応資機材の事前備

蓄についても選択肢の一つとして考えられる．こ

のような災害救援資機材の事前備蓄の実現に向け

ては，倉庫，維持管理および訓練の実施に関す

る，支援受入国側からの協力も重要であろう． 
 

(5) 輸送資機材輸送への支援受入国側からの協力 

突発災害時の救援資機材輸送において，被災国

の空港は重要な役割を果たす．このため，海外か

らの優先度が高い救援資機材の受入に際しては，

優先的に貨物機の発着枠を割り当てることを災害

対応計画に加えることが必要であろう．また，ネ

パールやハイチのように，国際空港の数が少ない

国への資機材輸送に際しては，他の国の国際空港

を資機材の集積，中継拠点として利用することも

考えられる．このような，国際的な災害対応にお

ける支援国，被支援国の対応については，近年，

連盟を中心とした国際災害対応法（International 

Disaster Response Laws, 以下, IDRL)の整備が進

められている．IRDL の整備の一環として作成され

た「国際的な災害救援および初期復興支援の国内

における円滑化および規制のためのガイドライ

ン」では，本研究が対象とした救援資機材の輸送

について，被災国空港や通過国における資機材輸

送への様々な便宜供与に関する記述がある．22）今

後，大規模災害の発生が懸念される国において

は、これらのガイドラインに基づき，国際支援の

受入についても災害対応計画に盛り込む努力が求

められる． 

 

6. まとめ 
本研究では，大規模災害対応における国際赤十

字の医療救援チームの資機材輸送を，災害の種

類，被災地の地理的特徴，輸送の所要日数，診療

活動の開始日，輸送された救援資機材の使用状況

に注目して，過去の資機材輸送の比較分析を行っ

た．本研究の結果，今後の資機材輸送の改善に向

けて，災害の種類に応じた資機材輸送，梱包の小

型軽量化，災害の種類に応じた資機材の選定，輸

送資機材の標準化と事前備蓄，国際支援受入国に

よる資機材輸送支援が課題であることが明らかと

なった．今後，国際赤十字を含め，医療救援団体

が資機材輸送に関するデータを積極的に蓄積，公

開することで，医療救援資機材の輸送の円滑化が

期待される．本研究の限界として，過去輸送した

救援資機材の量的データに加え，輸送時に使用さ

れた輸送機，トラック等の運行に関する分析がデ

ータの不足により困難であったことがあげられ

る．また，本研究は，日本赤十字社による 10 例の

災害対応事例を基にしたものであり，赤十字内外

の，より多くの事例分析が求められる．これらの

点については, 今後の研究課題としたい． 
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A  SITUATION ANALYSIS OF THE TRANSPORTATION OF THE INTERNA-

TIONAL MEDICAL RELIEF EQUIPMENT IN LARGE SCALE DISASTERS 

 

Yasuhiro SOSHINO, Akira MIYATA and Ryuji KAKIMOTO 
 

This study aimed to find out the improvements in the transportation of the international medical relief 

equipment which is deployed in large scale disasters. A comparative situation analysis was conducted fo-

cusing on the type and geographic characteristics of disasters, the duration of the transportation, the 

commencing date of the medical services, and the utilization situation of the relief equipment in the field. 

The result showed that the bottleneck at the international airports of the disaster affected countries. In 

case of the disruption of the road infrastructure, the high priority medical items were transported by the 

small aircrafts. This study pointed out (a) the proper transportation of the equipment in accordance with 

the types of disasters, (b) the reduction in size and weight of the packing, (c) the proper selection of the 

relief equipment appropriate to disasters, (d) standardization and preposition of the relief equipment, and 

(e) the logistics support by the country which accepts the international disaster relief.  
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